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調整の内容（案）

１　個人市民税の均等割額については、地方税法の定めにより標準税率で課税する。
２　法人市民税の法人税割について、資本等の金額が一億円を超える法人には、１３．５
　％の税率で課税する。
３　入湯税については、鉱泉浴場への入湯客１人１日１５０円を課税する。
４　都市計画税については、市街化区域の土地及び家屋に都市計画税（税率：０．３％）
　を課税する。
　　ただし、久居市、河芸町、香良洲町の区域については、市町村の合併の特例に関する
　法律第１０条の規定により、平成２２年度までの間に限り、平成２２年度までの間に限り、平成２２年度までの間に限り、平成２２年度までの間に限り、課税を免除する。
　　なお、都市計画税は、都市計画税が課税されている市街化区域において、下水道事業、
　街路事業、区画整理事業等を行う別枠の財源とする。

８　地方税の取扱い
　　　（修正案）
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